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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 森 下 　 誠 二
問合せ先責任者 役 職 名 財 務 部 長
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中間決算取締役会開催日 平 成 15年 11月 18日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 平 成 15年 12月 10日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 15年 9月中間期の業績 （平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       24,562     5.0         770    19.5         795    20.3
14年 9月中間期       23,400    △4.7         644     2.8         660    △3.6

15年 3月期       47,902－        1,159－        1,085－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

15年 9月中間期          408－           5.45
14年 9月中間期         △289 －          △3.75

15年 3月期          238－           3.11

(注 )1.期中平均株式数 15年 9月中間期     74,978,770株 14年 9月中間期     77,209,032株
15年 3月期     76,848,086株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
15年 9月中間期           3.50－ 特別配当 － 円－銭
14年 9月中間期           3.50－

15年 3月期 －           7.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       62,623       34,562     55.2        470.81
14年 9月中間期       62,986       34,884     55.4        453.10

15年 3月期       62,552       34,748     55.6        459.00

(注 )1.期末発行済株式数 15年 9月中間期     78,698,816株 14年 9月中間期     78,698,816株
15年 3月期     78,698,816株

2.期末自己株式数 15年 9月中間期      5,286,296株 14年 9月中間期      1,707,931株
15年 3月期      2,994,113株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       49,500       1,600         930          3.50          7.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          12円67銭

※ 上 記 の 予 想 は 、 作 成 時 点 に お い て 当 社 が 合 理 的 で あ る と 判 断 す る 一 定 の 前 提 に 基 づ い て お り 、 実 際
の 業 績 は 様 々 な 要 素 に よ り こ れ ら の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 の 前 提 と な る 仮 定 等 に
つ き ま し て は 中 間 決 算 短 信(連 結)の ７ ペ ー ジ を 参 照 し て 下 さ い 。
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６ ． 個  別  財  務  諸  表  等  

（ １ ） 中 間 貸 借 対 照 表  
 (単位：百万円)   

 

 

当   中   間   期 

(平成１5年９月３０日現在) 

前  年  中  間  期 

(平成１4年９月３０日現在) 

前      期 

(平成１5年３月３１日現在) 

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 

（ 資 産 の 部 ）  ％ ％ ％ 

流 動 資 産  ３４，５１９ ５５．１  ３２，２３０ ５１．２  ３３，５７１ ５３．７ 

現  金 ・ 預  金 ３，５６２  ３，５８６  ３，８７４  

受 取 手 形 １１，８１３  １０，０４４  １０，４１３  

売 掛 金 ８，２４８  ８，０９２   ８，４０３  

有 価 証 券 －  －  １００  

製  品 ・ 商  品 ４，６０７  ４，７４６  ４，９０８  

原 材 料 ７４７  ７６０  ７０６  

仕 掛 品 １，０９４  ９１２  ９６５  

前 渡 金 ６９  ６  ４  

前 払 費 用 ２０６  １６０  １３５  

短 期 貸 付 金 １，９７５  １，５１１  １，６３３  

未 収 入 金 １，３３１  １，５８５  １，６８１  

繰 延 税 金 資 産 ８７２  ８４９  ９０６  

そ の 他 の 流 動 資 産 １６７  １４  ３２  

貸 倒 引 当 金 △    １７８  △    ４０  △   １９５  

固 定 資 産  ２８，１０３ ４４．９  ３０，７５５ ４８．８  ２８，９８０ ４６．３ 

有 形 固 定 資 産  １７，９６４ ２８．７  １９，１７４ ３０．４  １８，５８３ ２９．７ 

建       物 ５，９５１  ６，２７０  ６，１２２  

構 築 物 １，１１９  １，２３８  １，１８３  

機  械 ・ 装  置 ５，５３０  ６，１０５  ５，６０３  

車  両 ・ 運  搬  具 ４６  ３９  ４２  

工 具 器 具・備  品 １，２１１  １，２９８  １，２５１  

土       地 ４，０８４  ４，０７４  ４，０７８  

建 設 仮 勘 定 １９  １４７  ３０１  

無 形 固 定 資 産     ４７２  ０．７     ３６８  ０．６     ３５１  ０．６ 

投 資 等 ９，６６６ １５．５ １１，２１２ １７．８  １０，０４５ １６．１ 

投 資 有 価 証 券 ２，４９３  ３，０５６  ２，５２３  

子 会 社 株 式 １，６４５  １，５５５  １，５５５  

出 資 金 ２１８  ８６  ２２２  

長 期 貸 付 金 １３２  ４０４  ４５１  

差 入 保 証 金 ３８３  ４０９  ４１０  

長 期 前 払 費 用 ５０４  ３２８  ２５１  

繰 延 税 金 資 産 ４，５２８  ５，６５６  ４，９９０  

自 己 株 式 －  －  －  

そ の 他 の 投 資 ５６６  ６４６  ６２４  

貸 倒 引 当 金 △    ２７７  △    ２３９  △  ３０５  

投 資 評 価 引 当 金 △  ５２９  △  ６９２  △  ５７９  

 資  産  合  計 ６２，６２３ １００．０ ６２，９８６ １００．０ ６２，５５２ １００．０ 
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当   中   間   期 

(平成１5年９月３０日現在) 

前  年  中  間  期 

(平成１4年９月３０日現在) 

前      期 

(平成１5年３月３１日現在) 

科      目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 

（ 負 債 の 部 ） ％  ％ ％ 

流 動 負 債  １５，７５５ ２５．２  １５，６１２ ２４．８  １６，６９６ ２６．７ 

支    払    手   形 ４，０５９  ３，３３７  ３，９６１  

買    掛    金 ７，７５１  ７，８６７  ７，８４９  

短  期  借  入  金 －  ６５０  ６５０  

長 期 借 入 金 
（ １ 年 以 内 返 済 ） －  １  １ 

 

未    払    金 ３７９  ７１２  ７１２  

未  払  消  費  税 １４５  １３８  １５８  

未 払 法 人 税 等 １９６  ４５  １２９  

未  払  費  用 １，３９２  １，３６６  １，４４０  

前    受    金 ３６  ７５  ３  

預    り    金 １，２８０  ９３２  １，２８１  

賞  与  引  当  金 ４８６  ４８２  ５０７  

そ の 他 の 流 動 負 債 ２７  ２  ２  

固 定 負 債  １２，３０４ １９．６  １２，４８９ １９．８  １１，１０６ １７．７ 

長  期  借  入  金 １，５００  １１  ４  

退 職 給 付 引 当 金 １０，５８７  １２，１９１  １０，７８２  

役 員 退 職 引 当 金 ２１７  ２８５  ３１９  

負  債  合  計 ２８，０６０ ４４．８ ２８，１０１ ４４．６ ２７，８０３ ４４．４ 

（ 資 本 の 部 ） ％  ％ ％ 

資    本     金  １５，１８９ ２４．２  １５，１８９ ２４．１  １５，１８９ ２４．３ 

資 本 剰 余  金    １４，６６１ ２３．４ １４，６６１ ２３．３ １４，６６１ ２３．４ 

利  益  剰 余 金 ５，８６９ ９．４ ５，４６７ ８．７ ５，７２６ ９．２ 

その他有価証券評価差額金 ４２２ ０．７ １５２ ０．２ ７４ ０．１ 

自  己  株  式 △１，５７９ △２．５ △５８５ △０．９ △９０１ △１．４ 

資  本  合  計 ３４，５６２ ５５．２ ３４，８８４ ５５．４ ３４，７４８ ５５．６ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ６２，６２３ １００．０ ６２，９８６ １００．０ ６２，５５２ １００．０ 
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（ ２ ） 中 間 損 益 計 算 書  

(単位：百万円)   

 当   中   間   期 

(平成15年４月１日～15年９月30日) 

前  年  中  間  期 

(平成14年４月１日～14年９月30日) 

前          期 

(平成14年４月１日～15年３月31日) 

 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 

( 経 常 損 益 の 部 )  ％  ％  ％ 

売    上    高 ２４，５６２ １００．０ ２３，４００ １００．０ ４７，９０２ １００．０ 

売   上   原   価 １７，４１７ ７０．９ １６，４８１ ７０．４ ３４，１１３ ７１．２ 

売 上 総 利 益 ７，１４５ ２９．１ ６，９１９ ２９．６ １３，７８９ ２８．８ 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 ６，３７４ ２６．０ ６，２７５ ２６．８ １２，６２９ ２６．４ 

営  業  利  益   ７７０  ３．１   ６４４  ２．８ １，１５９ ２．４ 

営  業  外  収  益 １９９  ２０７  ３３４  

受 取 利 息 ・ 配  当  金 ４９  ６０  ９５  

雑    収    入 １５０  １４７  ２３９  

営  業  外  費  用 １７４  １９１  ４０８  

支 払 利 息 ２０  １５  ３１  

雑    支    出 １５４  １７６  ３７６  

経  常  利  益   ７９５  ３．２   ６６０  ２．８ １，０８５ ２．３ 

特  別  利  益 ２８４  ２２０  １，７６４  

特  別  損  失 ２０９  １，３０７  １，９５７  

税引前中間(当期 )純利益又は純損失 ８６９ ３．５ △４２５ △１．８ ８９２ １．９ 

法人税･住民税及び事業税 ２００  ５０  １７０  

法 人 税 等 調 整 額 ２６１  △ １８５  ４８３  

中間(当期)純利益又は純損失 ４０８ １．７ △２８９ △１．２ ２３８ ０．４ 

前 期 繰 越 利 益 ２０４  ５０２  ５０２  

中  間  配  当  額 ―  ―  ２６９  

中間( 当期 ) 未処分利益   ６１３    ２１３  ４７１  

注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 
（当 中 間 期） （前 中 間 期） （前     期） 

１. 有形固定資産の減価償却累計額 ５５，７４６百万円 ５４，６４４百万円 ５５，３１６百万円 

２. 受 取  手 形  割 引 高 ―   ９２０百万円 ９２０百万円 

３. 保   証    債   務 ８０５百万円 ８８６百万円 ７０２百万円 

（中間損益計算書関係） 
（当 中 間 期） （前 中 間 期） （前     期） 

１. 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額   

 運  搬  費 ・ 倉  庫  料 １，６４７百万円 １，６６６百万円 ３，２１７百万円 

 従 業 員 給 料 １，１７４百万円 １，１２２百万円 ２，２３０百万円 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ２３３百万円 ２１１百万円 ２３４百万円 

 退 職 給 付 費 用 ２８１百万円 ３１３百万円 ６１５百万円 

 研 究 開 発 費 ４５５百万円 ４６６百万円 ９５１百万円 

２. 一般管理費及び中間(当期)製造費用に含まれる研究開発費   

  ４５５百万円 ４６６百万円 ９５１百万円 
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３. 特 別 利 益 の 主 な 内 訳    

 固 定 資 産 売 却 益 ―   ―   ９百万円 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 ２３４百万円 ―   ―   

  投 資 評 価 引 当 金 戻 入 額 ５０百万円 ―                                  ― 
 厚 生 年 金 基 金 代 行 部 返 上 ―   ―  １，５８３百万円 
 債  務  保  証  損  失  引  当  金  取  崩 益 ―   １７１百万円 １７１百万円 

 特 別 損 失 の 主 な 内 訳    

 固 定 資 産 処 分 損 ５７百万円 １２６百万円 ７８百万円 

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 １２百万円 ―   ―   

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３０百万円 １６３百万円 ６０９百万円 

 特 別 退 職 金 １７百万円 ９９８百万円 １，０７３百万円 

  製 品 整 理 損 ９２百万円 ―   ―   

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ―   １８１百万円 

 

(重要な会計方針) 

イ. 資産の評価基準及び評価方法 

● たな卸資産   

製         品 ： 総平均法による低価法 

商         品 ： 移動平均法による低価法  

原  材  料 ・ 仕  掛 品 ： 総平均法による原価法 

● 有価証券(投資を含む)   

売 買 目 的 有 価 証 券 ： 時価法(売却原価は移動平均法により算定) 

満 期 保 有 目 的 債 券 ： 償却原価法 

子会社及び関連会社株式 ： 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時 価 の あ る も の ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

時 価 の な い も の ： 移動平均法による原価法 

ロ. 固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法（但し、千歳工場は定額法） 

  但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法 

  但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

長 期 前 払 費 用 ： 定額法 

ハ. 引当金の計上の方法 

貸   倒   引  当 金 ： 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実情を勘案して必要と認められる金額を計上して

おります。 

賞    与  引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額を計上しております｡ 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異及び過去勤務債務については、適用初年度に各々、一括して費用処理

及び費用から減額処理する方法を採用しております。また、数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による按分額を翌事業年度より費

用処理することとしております。 

役 員 退 職 引 当 金 ： 商法第２８７条の２の引当金で、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、退職慰労金規定にもとづく期末要支給額

を計上しております。 

債務保証損失引当金 ： 商法第２８７条の２の引当金で、関係会社等への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上しております。 
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ニ． リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に 

よっております。 

ホ. 消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 

 
（リース取引関係） 

 当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行っているため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

  子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 


